
２．進捗状況

１．事業の概要

事業経緯 進捗状況

主 な 経 緯年 度

用地買収着手Ｈ３０

埋蔵文化財調査着手Ｒ２

工事着手（築堤）Ｒ３

前年度までの
進捗状況
（進捗率）

全体計画

４，８９６百万円

(４３．７％)

１１，２００百万円
事 業 費

２２０，８３４ｍ2

(７３．６％)

３００，０００ｍ2
用 地 買 収

０ｍ

(０．０％)

５，５００ｍ
改 修 延 長

大規模特定河川事業

一級河川 利根川 伊勢崎・玉村工区 伊勢崎市～玉村町
第１号議案

平成２７年度
１０年継続
事業費の増額

着手年度

評価理由

様式６

県土整備プランの位置づけ
政策１：災害レジリエンスNo.1の実現

施策２：重点水害アクション（５か年重点レジリエンス戦略）
施策３：防災インフラの整備（中長期レジリエンス戦略）

伊勢崎市柴町～玉村町上福島事 業 場 所

今回従前の計画公表値区 分

１１，２００百万円６，０００百万円全 体 事 業 費

・埋蔵文化財調査規模増加による増額

・資材価格や労務単価高騰による増額
－全 体 事 業 費 増 減 の 理 由

Ｈ２７～Ｒ１６Ｈ２７～Ｒ１２以降事 業 期 間

改修延長 ５，５００ｍ
計画流下能力 ６，０００ｍ³/ｓ

改修延長 ５，５００ｍ
計画流下能力 ６，０００ｍ³/ｓ事 業 内 容

・利根川は、群馬県内（みなかみ町～板倉町）を流下し、太
平洋へ注ぐ流域面積１６，８４０ｋ㎡の一級河川である。

・本事業区間の治水安全度は利根川の一連区間の中でも特
に低く、計画規模の洪水が発生した場合は、家屋24,500戸
や宮郷工業団地等で甚大な浸水被害の発生が想定される。

・このため、堤防の新設・嵩上げや河道掘削等を行うことで
洪水を安全に流下させ、河川氾濫による浸水被害の軽減
を目的として事業を実施するものである。

利根川（伊勢崎・玉村工区）
改修延長Ｌ=5,500m

国道354号

位置図

と ね が わ い せ さ き た ま む ら

い せ さ き し しばまち たまむら まち か み ふ く し ま

平 常 時 令和元年東日本台風

い せ さき し たま むら まち

1000 2000ｍ



・気候変動の影響等により、５０ｍｍ／ｈ以上の非常に激しい降雨の発生回数が増えており、災
害の頻発化、激甚化が懸念されているため、事業の必要性に変わりは無い。
[286回/年(1976年)→ 382回/年(2022年)] 

・本事業区間の治水安全度は利根川の一連区間の中でも特に低く、計画規模の洪水が発生し
た場合は、家屋24,500戸や、工業団地（宮郷工業団地ほか5団地）等で浸水被害が想定される
ため、早急な改修が必要である。

３．事業の目的・必要性に変化はあるのか？

２．進捗状況（図面・写真等）

食肉卸売市場

国道３５４号

文

玉村中学校

：整備済

改修延長Ｌ=５，５００m

令和元年東日本台風

平成25年台風18号

全国｢アメダス｣ 1時間降水量50mm以上の年間発生回数

286回
(1976年)

382回
(2022年)

堤防の新設・嵩上げ

河道掘削
：未整備

：整備済

：未整備

堤防を整備

①堤防整備済箇所 ②堤防整備済箇所

優先整備区間Ｌ=２，６００m（左岸堤防）

1000ｍ



４．どのような事業効果が見込めるか？

費用便益分析

備 考
残 事 業事 業 全 体

今 回 再 評 価 時今 回 再 評 価 時前 回 評 価 時

・工事費

・維持管理費
５，１９２，２９２千円１１，２１７，４８８千円４，６４８，８５１千円費 用 合 計 ( C )

・浸水被害の軽減３３，９０３，８８６千円６９，３５９，６９６千円４２，２１６，４４３千円便 益 合 計 ( B )

６．５３６．１８９．１費用対効果分析(B/C)

・堤防整備と河道掘削を実施することで、計画流量６，０００ｍ３/ｓの洪水により浸水すると想定さ
れる、家屋24,500戸、農耕地2,100ha、工業団地（宮郷工業団地ほか5団地）、公共施設（国道
354号・462号、町役場、学校）等への被害を解消することができる。

整備イメージ

計画高水位（ＨＷＬ）

平常時水位

堤防整備河道掘削(高水敷)

河道掘削(低水路)

堤防整備

令和元年東日本台風

利根川の氾濫による浸水想定範囲
（計画規模の洪水時）

烏川

利根川

伊勢崎市

国
道
４
６
２
号

広瀬川

玉村町

宮郷
工業
団地

利根川

1000 2000ｍ

東部工業
団地

北部工業団地

名和工業
団地

伊勢崎南部
工業団地

八斗島
工業団地

玉村町役場

伊勢崎市役所

東京福祉
大学

上武
大学

小学校

小学校

小学校

小学校

小学校

小学校

小学校

小学校

県立女子大学

中学校

中学校

中学校

中学校

中学校

消防署

消防署

消防署

工業団地

主な公共施設（役所、学校、消防署）

改修延長Ｌ=５,５００m

利根川（伊勢崎･玉村工区）



５．事業手法やコストは妥当か？

【事業採択時の計画（事業費）を変更する理由】

①埋蔵文化財調査規模増加による増額（＋３５億円）
・本事業の着手に伴い試掘調査を行ったところ、近世から縄文時代にかけての遺構の存在が
確認され、当初想定していなかった文化財保護法に基づく発掘調査が必要となった。

・発掘調査は、遺跡の内容（遺構面の範囲や数など）により作業内容や費用が変動するが、本
事業区間は、いずれもその規模が大きく、調査のため多大な費用と期間を要する。

②資材価格や労務単価高騰による増額（＋１４億円）
・平成２６年度から令和６年度で労務単価が１．３倍、生コンクリート単価が１．４倍になるなど、
近年の資材・労務単価の高騰の影響を強く受け、工事費等が増額となる。

③用地買収範囲の追加による増額（＋３億円）
・既存の河川区域内に当初想定外の民有地の存在が判明し、買収する必要が生じたため増額
となる。

【今回の変更計画の妥当性】
・埋蔵文化財調査費の増加及び、資材価格や労務単価の高騰が事業費変更の理由であり、事
業内容に変更はないことから、妥当である。

６．事業実施にあたり、配慮した事項はあるか？

計画堤防

現況堤防
利根川

イメージ図

※計画流量の流下
に支障が無い区間

HWL

【事業費の縮減に向けた取り組み】
・用地取得面積や家屋移転棟数等を縮減する
ため、築堤工の一部区間では、計画流量の
流下に支障を与えない範囲で堤外地側への
堤防の腹付け等を計画し、コスト縮減に取り
組んだ。

・堤防は、破堤した際の浸水リスクと内水氾
濫による浸水リスクが、掘込河道と比べて
大きいことから、本事業では河道掘削を優
先したうえで、必要最小限の範囲で堤防整
備を行う計画としている。

破堤による

浸水リスク

支川

内水氾濫による

浸水リスク

食肉卸売市場

国道３５４号

文

河道掘削(低水路)

改修延長Ｌ=５，５００m

発掘調査が必要

発掘調査の
要否は今後判断

優先整備区間Ｌ=２，６００m（左岸堤防）

玉村中学校

発掘調査は不要

河道掘削(高水敷)

河道掘削(高水敷)

堤防整備

堤防整備 発掘調査
必要範囲

最大幅 約150m

500 1000ｍ

堤外地側

近世（江戸時代）畑、道路、溝、墓跡、人骨 等

古代（奈良・平安時代）竪穴建物、人骨 等
古代（古墳時代）古墳群、竪穴建物、土抗、人骨 等

中世（鎌倉・室町時代）屋敷、畑、水田、墓跡、人骨 等

原始（縄文時代）竪穴建物、土抗、人骨 等

▼遺跡の内容及び出土品
上
層
か
ら
調
査

調査延長 約３，８００ｍ
調査幅 約１５０ｍ（最大幅）

調査面積 約２６０，０００ｍ２

遺構面数 ５層（縄文～近世）
調査期間 約８年

▼調査必要範囲の概要



工
事
着
手

発
掘
調
査

８．事業の対応方針は？

・本事業の着手に伴い試掘調査を行ったところ、遺跡の存在が確認され、当初想定外であった
文化財保護法に基づく発掘調査が必要となった。

・発掘調査は、用地買収が完了した一定規模の面積で実施する必要がある。また、遺跡が複数
世代にまたがり調査深さや出土遺構等の規模が大きく、長期間を要する原因となっている。調
査の必要があると判明している範囲で約４年の不測の期間を要している。

・発掘調査完了箇所から順次工事に着手し、事業完了は令和１６年度を見込んでいる。

・現況流下能力が特に低い延長２．６ｋｍの左岸堤防を優先区間として重点的に整備を進め、令
和６年度内におおむね完了し、一定規模の整備効果が発揮される予定である。

事業継続 ・ 事業中止

変更なし ・ 事業計画の変更 ・ スケジュールの変更

・近年、気候変動の影響等により、水害等の気象災害が頻発化・激甚化しており、毎年のよう
に全国各地で甚大な被害が発生している。

・利根川においても、計画規模の洪水で家屋24,500戸や工業団地（宮郷工業団地ほか５団
地）等で浸水被害が想定され、さらに、本事業区間の治水安全度は利根川の一連区間の中
でも特に低い状況であるため、早急な改修が必要である。

・一方で、当初想定していなかった埋蔵文化財発掘調査の実施が必要となり、事業費の増額
及び事業期間の延長が必要であるが、特に流下能力が不足している優先整備区間を令和
６年度内におおむね完了させることで、事業効果の早期発現を図る計画としている。

・以上のことから、本事業の必要性、重要性は高く、着実に事業効果の発現を図ることが適切
であるため、事業継続が妥当である。

再評価における意見市町村

本市の洪水ハザードマップでは、利根川周辺の浸水深さが大きく、本
事業は重要であると認識しております。利根川の治水安全度の向上
を図る必要があることから、引き続き早期整備に向けて事業を進めて
いただきたい。

伊勢崎市

利根川の治水安全度の向上を図る必要があることから、引き続き早
期整備に向けて事業を進めていただきたい。

玉村町

９．市町村意見

７．事業が長期間要している理由と今後の見通しは？
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